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「川崎市子ども・子育て支援法施行細則」の一部改正に伴うパブリックコメント手続の 

実施結果について 

１ 概要 

「川崎市子ども・子育て支援法施行細則」の一部改正として、１月における労働時間の要件に

ついて、パブリックコメント手続の実施により、市民の皆様から御意見をいただきましたので、

御意見の内容及び御意見に対する本市の考え方を次のとおり公表します。 

２ 意見募集の概要 

意見の募集期間 令和２年７月２０日（月）～令和２年８月１８日（火） 

意見の提出方法 電子メール、ＦＡＸ、郵送、持参 

募集の周知方法 

・市政だより（令和２年７月２１日号掲載） 

・市ホームページ 

・紙資料の閲覧 

・紙資料の掲出等 

結果の公表方法 

・市ホームページ 

・紙資料の閲覧 

３ 結果の概要 

意見提出数（意見件数） ９通（１６件） 

電子メール ６通（１０件） 

ＦＡＸ ２通（ ４件） 

郵送 １通（ ２件） 

持参 ０通（ ０件） 

かわさき情報プラザ、各区役所（市政資料コーナー・児童家

庭課）、各地区健康福祉ステーション児童家庭サービス担当、

こども未来局子育て推進部保育対策課 

保育所、幼稚園、認定こども園、認可外保育施設等

かわさき情報プラザ、各区役所（市政資料コーナー・児童家

庭課）、各地区健康福祉ステーション児童家庭サービス担当、

こども未来局子育て推進部保育対策課、保育所、幼稚園、 

認定こども園、認可外保育施設等
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４ 御意見の内容と対応 

パブリックコメント手続を実施した結果、「川崎市子ども・子育て支援法施行細則」の一部改正

に関する賛成の御意見のほか、保育所等の利用調整等、幼児教育・保育の無償化などに関する御

意見が寄せられました。

御意見については、施行細則（案）の趣旨に沿ったもの、今後の施策・事業を推進する中で参

考とさせていただくもの、施策に対する要望であったことから、当初案のとおり施行細則の一部

改正の手続きを進めます。 

【御意見に対する市の考え方の区分】 

Ａ：御意見の趣旨を踏まえ、施行細則（案）に反映させるもの

Ｂ：御意見の趣旨が施行細則（案）に沿った意見であるもの

Ｃ：今後の施策・事業を推進する中で参考とさせていただくもの

Ｄ：施行細則（案）や施策に対する要望の意見であり、施行細則（案）や施策の内容の考え方等

を説明するもの

Ｅ：その他

項  目 
市の考え方の区分（単位：件） 

合計 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

(1)川崎市子ども・子育て支援法施行

細則に関すること 
０ ８ ２ ０ ０ １０件

(2)保育所等の利用調整等に関する

こと 
０ ０ ０ ４ ０ ４件

(3)幼児教育・保育の無償化に関する

こと 
０ ０ ０ １ ０ １件

(4)その他 ０ ０ ０ １ ０ １件

合  計 ０ ８ ２ ６ ０ １６件
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５ 市民意見（要旨）と意見に対する市の考え方 

（１）川崎市子ども・子育て支援法施行細則に関すること（１０件）

番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分

１ ６４時間以上とすることに賛成します。

（同趣旨５件）

より柔軟な働き方、働く方のニーズの多

様化に対応するとともに、他都市の状況も

考慮し、１月当たりの労働日数や１日当た

りの労働時間を廃止し、１月における労働

時間数として「６４時間以上」と設定しま

す。

Ｂ

２ 雇用がフルタイムではなかったり、ダブル

ワーク等、様々なケースがあることから、

一律の日数規定ではなく、ある程度の就業

時間数を基準とするよう改善されること

を希望します。

３ 客観的にみると、様々な働き方に対応する

良い制度だと思います。

４ 入園を検討いただく際、無償化の対象とな

る「保育の必要性の認定」がハードルとな

り、認可外保育施設としては大変厳しい状

況です。できれば４８時間以上の枠まで改

正していただけたら状況も少し緩和され

ると思います。また、待機児童数について

も、ハードルを下げることで保護者の負担

が減り、より選択肢が広がることで減少さ

れると思います。

 本市においては平成１４年から現在の

要件を継続してきたことや、近隣政令指定

都市が月６４時間以上としていることな

どを考慮し、１月当たりの労働日数や１日

当たりの労働時間を廃止する改正を行い

ます。

 今後の社会情勢の変化や待機児童対策

を進める中で、必要な場合には要件の見直

しについて検討していきたいと考えてい

ます。

Ｃ

５ 改正については大いに歓迎しますが、将来

的には４８時間以上まで幅を広げていた

だきたい。

（２）保育所等の利用調整等に関すること（４件）

番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分

６ シングル家庭や多胎児への配慮を、より一

層考えていただきたいと希望します。

ひとり親世帯については、その家庭や就

労の状況によって利用調整基準において

ランク・指数等で配慮するとともに、保育

料についても市民税所得割相当額によっ

て経済的負担の軽減を行っています。ま

た、多胎児については、可能な限り同一の

施設に入所できるよう利用調整基準にお

いて調整項目での加点を行っています。

Ｄ
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番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分

７ 個人事業主の場合は育児休業制度があり

ません。既に上の子が保育園を利用してい

る場合には、働き方に関わらず出産後 1 年

程度は上の子の保育園継続利用が保障さ

れる制度にしていただきたい。

保護者の健康状態やその子どもの発達

上環境の変化が好ましくないなど、児童福

祉の観点から必要と認めるときは、既に保

育所に入所している上の子どもの保育所

の継続利用について配慮しています。

Ｄ

８ 経過措置として、同ランクで横並びになっ

た際に、年収だけで見るのではなく、就業

形態がこれまでの制度に則っているか否

かも判断いただきたいです。

より柔軟な働き方、働く方のニーズの多

様化に対応するための改正であり、令和３

年４月の入所申請から新たに適用するも

のであるため、公平性の観点から経過措置

は設けないこととしています。

Ｄ

９ 新型コロナウイルス感染拡大による、今後

の生活スタイルや働き方の変化に伴う保

育ニーズに今後も柔軟に対応して欲しい

です。（保育を必要とする事由の緩和）

保育を必要とする事由は、子ども・子育

て支援法施行規則において規定されてい

ます。

なお、児童を養育する能力が著しく欠如

している場合など、その他児童福祉の観点

から保育の実施が必要であり、上記で規定

されている内容に類する場合には認める

取扱いを行っています。

Ｄ

（３）幼児教育・保育の無償化に関すること（１件）

番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分

１０ 保育園に通う２号認定こどもは保育料が

無償となっているが、幼稚園に通う新２号

認定こどもは預かり保育の自己負担が大

きく矛盾が生じている。同じ市が認定して

いるのであれば差をなくすことが原則で

す。独自の補助制度の検討をお願いしま

す。

幼児教育・保育の無償化の対象範囲は、

国の制度において、幼稚園、保育所、認定

こども園を基本としつつ、保育の必要性が

ある子どもについては、保育所等に入るこ

とのできない場合の代替的な措置として、

幼稚園が実施する預かり保育や認可外保

育施設等の利用についても無償化の対象

としています。

なお、幼稚園の預かり保育や認可外保育

施設の保育料については、事業者が独自に

設定していることから、国は一定の補助を

行っている現状があります。本市として

は、引き続き、保育所の整備、幼稚園の認

定こども園移行、認可外保育施設の認可化

移行等により保育受入枠の拡大を図りな

がら、幼児教育・保育の無償化の取組を進

めます。

Ｄ
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（４）その他（１件）

番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分

１１ 一時保育との棲み分けはどうなるのか知

りたいです。

一時保育は従前どおり週３日までの保

育となります。今回の改正案では、月６４

時間以上の就労の方については、認可保育

所等への入所申請が可能となりますが、入

所できない場合については、保育の必要性

の認定を受けた上で、一時保育の利用が可

能となります。なお、利用料については年

齢によって異なります。

Ｄ
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市民の皆様から意見を募集します   

  認可保育所等の御利用にあたっては、保育の必要性の認定を受ける必要があります。保

育の必要性の認定を受けるための事由の一つとして就労要件があり、「川崎市子ども・子育

て支援法施行細則」における労働時間に係る要件について改正しますので、市民の皆さま

から広く御意見を募集いたします。 

１ 意見の募集期間 

  令和２年７月２０日（月）から８月１８日（火）まで 

  ※郵送の場合：８月１８日（火）当日必着 

  ※持参の場合：８月１８日（火）１７時１５分まで 

２ 資料の閲覧場所 

（１）かわさき情報プラザ（川崎市役所第３庁舎２階） 

（２）各区役所市政資料コーナー 

（３）こども未来局子育て推進部保育対策課、各区役所児童家庭課、各地区健康福祉ステ 

ーション（児童家庭サービス担当） 

※この他、川崎市ホームページ「意見公募（パブリックコメント） 

（URL：http://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/450/0000119197.html）」から

御覧いただけます。 

３ 意見の提出方法 

  御意見は電子メール（専用フォーム）、郵送、持参、ＦＡＸのいずれかでお寄せください。 

◆ 電子メールは、インターネットで川崎市ホームページ「意見公募（パブリックコメント）」

にアクセスし、ホームぺージの案内に従って、専用のフォームを御利用ください。 

◆ 意見書の書式は自由です。必ず「題名」、「氏名（法人又は団体の場合は、名称及び代表者

の氏名）」及び「連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス又は住所）」を明記して

ください。 

◆ 電話や来庁による口頭での御意見はお受けできませんので御了承ください。 

◆ お寄せいただいた御意見に対する個別回答はいたしませんが、市の考え方を整理した結果

を市のホームページで公表します。 

◆ 記載いただきました個人情報については、提出された御意見の内容を確認するために使

用します。また、個人情報は川崎市個人情報保護条例に基づき厳重に保護・管理しま

す。 

４ 意見募集結果の公表時期 

  令和２年８月下旬（予定） 

５ 送付先・問合せ先 

  〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 

  川崎市こども未来局子育て推進部保育対策課 

  電 話０４４－２００－３６３０   

ＦＡＸ０４４－２００－３９３３ 

「川崎市子ども・子育て支援法施行細則」の一部改正について 
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（１） 保育の必要性の認定について 

平成２７年４月に『子ども・子育て支援新制度』が本格施行され、認可保育所等の利用を希

望する場合は、居住する市町村から保育の必要性の認定を受けることとなりました。その中で、

保育を必要とする事由が労働の場合には、「１月において、４８時間から６４時間までの範囲

内で月を単位に市町村が定める時間以上労働することを常態とすること。」（子ども・子育て

支援法施行規則第１条の５第１号）とされましたが、市町村が地域の実情に応じて定めること

ができるよう１０年の経過措置が設けられています。 

（２）新制度施行時の本市の対応

本市では、新制度が始まる前の労働時間（月１６日以上かつ１日４時間以上）の設定を踏ま

え、経過措置を活用し、川崎市子ども・子育て支援法施行細則において、労働時間に係る要件

を「１月において１６日以上かつ１日当たり４時間以上労働する場合の労働時間」として定め

ました。

（３）社会情勢の変化等を踏まえた労働時間に係る要件の改正 

・平成３０年６月の働き方改革関連法案の成立による「長時間労働の是正」「多様で柔軟な働

き方の実現」等の取組など、子育て世代を支援する国の施策が推進されています。 

・令和２年５月には、国から新型コロナウイルスを想定した「新しい生活様式」が公表され、

働き方の新しいスタイルが示されました。 

・こうした社会情勢の変化の中で、市民から日数制限の見直しを求める声をいただいています。 

・政令指定都市における労働時間については、２０都市のうち、本市、さいたま市及び熊本市

の３都市においては日数の制限を含めた時間を定めていますが、その他の都市は時間のみを

定めており、横浜市、相模原市など１０都市は「６４時間以上」としています。 

このようなことから、より柔軟な働き方、働く方のニーズの多様化に対応するとともに、他

都市の状況も考慮し「保育の必要性の認定」における労働時間に係る要件を改正します。 

「川崎市子ども・子育て支援法施行細則」の第３条に定める１月における労働時間の要件につ

いて、次のとおり改正します。 

改正前：「１６日以上かつ１日当たり４時間以上」 

改正後：「６４時間以上」 

「川崎市子ども・子育て支援法施行細則」の一部改正について 

 １．改正の背景 

 ２．改正内容 
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令和３年４月入所申請分から適用します。 

・月６４時間以上労働していながら日数が満たない方については、日数の制限を廃止することに

より保育の必要性が認められることとなります。また、日数のみの減少により認定の事由を満

たさなくなる場合の緩和につながることとなります。 

・なお、申請によって保育の必要性の認定を受けることにより、幼児教育・保育の無償化や、川

崎認定保育園等保育料補助の対象となります。 

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 

 ３．適用時期 

 ４．改正による影響 

 ５．今後のスケジュール 

●パブリックコメント手続 

●パブリックコメント結果公表 

●常任委員会（パブリックコメント結果報告） 

●常任委員会（パブリックコメント実施報告） 

●令和３年度利用案内配布

●４月入所申請締切 

（中旬頃） 

●４月入所申請開始 

（中旬頃） 
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１ 保育の必要性について（利用案内から抜粋）

認可保育所等のご利用にあたっては、保育の必要性の認定を受ける必要があります。保育の必要性の認定を

受けるためには、保護者（父および母）が次のいずれかの事由に該当する必要があります。この認定につい

ては、原則、保育を必要とする期間となりますが、事由や認定区分の異動があった場合は、月単位で変更を

行います。 

※育児休業取得中に保育所等の利用を希望する方は、12ページの＜育児休業取得中に申請する場合＞をご確認ください。 

※育児休業取得時に、既に保育所等を利用しているお子さんがいて継続利用が必要である場合は、育児休業を終了するま

での期間、原則として「保育短時間」区分での認定・利用となります。 

２ 保育の必要量について

２号認定又は３号認定を受ける方は、さらに、保育の必要量によって、「保育標準時間」と「保育短時

間」のそれぞれの認定区分に分けられ、利用可能時間が異なります。 

(１)「保育標準時間」利用 ：利用可能時間は最大11時間となります。 

(２)「保育短時間」利用 ：利用可能時間は最大８時間となります。 

なお、保育標準時間の目安は、月120時間以上の就労などをしている、もしくは日々８時間を超える(休

憩時間や通勤時間を含みます。)保育を必要とする場合です。 

保育を必要とする事由 保育実施期間 認定区分 

１ 
月64時間以上(１日４時間以上かつ月16日以
上)の就労 

小学校就学前までの 
保育を必要とする期間 

保育標準時間又は 
保育短時間 

２ 妊娠、出産 
出産予定日の前後 
各２か月程度 

原則保育標準時間 
（保育短時間も可） 

３ 保護者の病気、負傷又は心身障害 
小学校就学前までの 
保育を必要とする期間 

保育標準時間 

４ 
同居又は長期入院している親族 
などの介護・看護 

小学校就学前までの 
保育を必要とする期間 

保育標準時間又は 
保育短時間 

５ 災害の復旧 
災害の復旧が完了する 
と見込まれる期間 

原則保育標準時間 
（保育短時間も可） 

６ 求職活動又は起業の準備 ２か月以内 保育短時間 

７ 
卒業後就労を目的とした職業訓練校や大学等
へ通学していること 

職業訓練校や大学等へ 
通学する期間 

保育標準時間又は 
保育短時間 

８ 虐待やＤＶの恐れがあること 
小学校就学前までの 
保育を必要とする期間 

原則保育標準時間 
（保育短時間も可） 

９ 

児童を養育する能力が著しく欠如している場
合など、その他児童福祉の観点から保育の実施
が必要であり、上記１～８に類すると、市長が
認める場合 

小学校就学前までの 
保育を必要とする期間 

保育標準時間又は 
保育短時間 

＜保育必要量の認定と保育時間の関係について＞ 

「標準時間認定」と「短時間認定」の保育必要量の認定については、あくまで川崎市として、各児童
が８時間から11時間までの範囲での利用となるか、８時間以内の利用となるかの大枠を決めるもの
であり、実際の個々の保育時間の決定は、各園においてその枠の範囲内で、保護者の勤務時間や通勤
時間、勤務実態(産休・育休中にあるか)等の状況により、調整の上、行われることとなります。入所
時に必要な時間を園とご相談ください。 

 ＜イメージ＞ 

区役所・支所 

各保育所等 

「標準時間認定」or「短時間認定」の枠の認定 

枠の範囲内で保護者の状況により個々の保育時間を決定 
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【政令市】

労働時間の要件

札幌市 仙台市 千葉市 横浜市 相模原市

新潟市 浜松市 名古屋市 堺市 神戸市

月１６日以上かつ６４時間以上 さいたま市

１日４時間以上かつ月１６日以上 川崎市

６０時間以上 静岡市 北九州市 福岡市

月５２時間以上かつ１３日以上 熊本市

４８時間以上 大阪市 京都市 岡山市

３０時間以上 広島市

【神奈川県内】

労働時間の要件

綾瀬市 伊勢原市 海老名市 鎌倉市 座間市

茅ヶ崎市 藤沢市 南足柄市 大和市 横須賀市

月６４時間以上かつ週４日以上 厚木市

１日４時間以上かつ週３日以上
勤務し、週１６時間以上の就労

逗子市

１日４時間以上月１６日以上 秦野市

１日４時間以上かつ月１５日以上 小田原市

６０時間以上 平塚市

４８時間以上 三浦市

６４時間以上

６４時間以上

都市名

都市名

　他都市の状況について
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